
調達管理番号(23a00825)

２０２３年１２月２２日
独立行政法人国際協力機構

１ 公告日 : 別紙【手続・締切日時一覧】のとおり

２ 契約担当役   理事

３ 競争入札に付する事項
・件名 :

・主要調達機材名及び仕様（詳細は機材仕様明細書を参照）:
DSNG車の改修等

（１） 取引条件：出荷国指定場所渡し
（２） 輸出者：輸送は発注者側にて手配するため、ここでは定めない
（３） 船積（空）港：輸送は発注者側にて手配するため、ここでは定めない
（４） 仕向（空）港：輸送は発注者側にて手配するため、ここでは定めない
（５） 引渡し場所：Broadcast Solutions ドイツ工場
（６） 引渡期限：２０２４年９月３０日
（７） 履行期間：契約締結日～２０２４年１０月１８日

４ 担当部署等
（１） 担当部署

郵便番号１０２-８０１２
東京都千代田区二番町５番地２５ 二番町センタービル
独立行政法人国際協力機構
調達・派遣業務部契約第三課（機材班）
TEL: ０３-５２２６-６６４３
メール:e_sanka@jica.go.jp

（２） 書類の提出、授受方法

【電子入札システムポータルサイト】
https://www.jica.go.jp/announce/notice/ebidding.html

５ 本件入札に関する質問
（１）

ア. 質問受付期限および提出方法：別紙【手続・締切日時一覧】のとおり

イ．

入札説明書
【電子入札システム対象案件】

　独立行政法人国際協力機構の「ウクライナ国公共放送組織体制強化プロジェクト フェーズ２向け
機材(DSNG車)」の調達に係る入札公告に基づく入札等については、当機構契約事務取扱細則(平成15
年細則(調)第8号。以下「細則」という。) に定めるもののほか、この入札説明書によるものとしま
す。
本業務の入札は電子入札システムで実施し、提出書類の授受等入札手続きは電子入札システム経由
となります。提出書類のメール送付、郵送及び持参は原則不可とさせていただいています。

電子入札システム上で行います。

機材仕様明細書の内容等、この入札案件に関する質問がある場合は、次に従い所定の様式に
より提出してください。

注意:質問受付期限を過ぎてから届いた質問及び口頭による質問に対してはお答えできませ
んのであらかじめ了承願います。
本件については、機材仕様明細書に参考銘柄として記載しているもの以外のものを提案し
たい場合は、必ず提出期間内にその銘柄のカタログを添付して採用の可否につきメールで
質問してください。

ウクライナ国公共放送組織体制強化プロジェクト フェーズ２向け機材(DSNG車)
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（２） 質問に対する回答は、別紙「手続・締切日時一覧」の日時に掲示します。

ア. 

イ．

６ 競争参加資格
（1）積極的資格制限

輸出実績を有する者

（2）消極的資格制限

１） 契約を締結する能力を有しない者又は破産者で復権を得ない者

ア．

イ．

ウ．

４）

ア．

イ．

ウ．落札者が契約を結ぶこと又は契約者が契約を履行することを妨げた者
エ．監督又は検査の実施にあたり職員の職務の執行を妨げた者
オ．正当な理由がなくして契約を履行しなかった者
カ．

３） 独立行政法人国際協力機構反社会的勢力への対応に関する規程（平成２４年規程(総)第２５
号）第２条第１項の各号に掲げる者
具体的には、反社会的勢力、暴力団、暴力団員、暴力団員等、暴力団準構成員、暴力団関係
企業、総会屋等、社会運動等標ぼうゴロ、特殊知能暴力集団等を指します。

２） 日本国登記法人
日本国で施行されている法令に基づき登記されている法人であること

資格停止期間前に落札している場合は、当該落札者との契約手続きを進めます。

具体的には、以下のとおり取扱います。

競争参加資格確認申請書の提出期限日において上記規程に基づく資格停止期間中の場合、本
入札には参加できません。

資格停止期間前に本入札への競争参加資格確認審査に合格した場合でも、入札執行時点にお
いて資格停止期間となる場合は、本入札には参加できません。

１） 公告日において、令和04・05・06年度全省庁統一資格にて「物品の製造」又は「物品の販
売」の格付けを有する者（等級は問わない）

３）

２） 当機構から「独立行政法人国際協力機構が行う契約における不正行為等に対する措置規程」
(平成20年規程(調)第42号) に基づく契約競争参加資格停止措置を受けている者

具体的には、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）または民事再生法（平成１１年法律
第２２５号）の適用の申立てを行い、更生計画または再生計画が発効していない法人を言い
ます。

当機構の契約事務取扱細則第５条に基づき、以下の資格要件を追加して定めます。

質問回答は、掲載後に追加されて再掲載することがありますので、入札書提出までに必ず確
認してください。
質問を受け確認したことによって、仕様・数量等が変更されることがあります。また、質問
がない場合にも訂正が生じることがあります。いずれも「質問回答」欄に掲載しますので、
本件競争参加希望者は、質問提出の有無にかかわらず、必ずご確認ください。入札金額は、
掲載した全ての回答・訂正が反映されたものと見なされます。

次の各号の一に該当すると認められる者であって、その事実があった後２年を経過しない者

契約の履行にあたり故意に工事若しくは製造を粗雑にし、又は物件の品質若しくは数量に関
して不正の行為をした者
公正な競争の執行を妨げた者又は公正な価格を害し若しくは不正な利益を得るために連合し
た者

前各号の一に該当する事実があった後２年を経過しない者を、契約の履行にあたり、代理
人、支配人その他の使用人として使用した者

以下のいずれかに該当する者は、当機構の契約事務取扱細則（平成１５年細則(調)第８号）
第４条に基づき、競争参加資格を認めません。
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７ 競争参加資格確認の申請
（１）

ア. 競争参加資格申請書受付期間　： 別紙【手続・締切日時一覧】のとおり

イ． 提出書類：

（２）

（３） その他
ア. 

イ. 申請書に関する問い合わせ先は、上記4.を参照ください。 

８ 競争参加資格がないと通知された者に対する理由の説明
（１）

９ 辞退書の提出
（１）

辞退書提出期限：入札書受付締切予定日時まで

（２）

（３） その他
ア. 提出期限以降における辞退書の取り消しは認めません。
イ. 辞退書に関する問い合わせ先は、上記４．参照。 

１０入札執行（入札）の日時

（１） 入札書受付期間および開札日時:　別紙【手続・締切日時一覧】のとおり

（２）

１１入札者の失格

本競争の参加希望者は、電子入札システムの「競争参加資格確認申請書」画面より全省庁統
一資格審査結果通知書(写)をPDFで添付して提出してください。同システムを介して発注者
から書類の授受の確認及び競争参加資格の有無について確認通知を受けなければなりませ
ん。
なお、下記の締切日時までに必要書類を提出しない者及び競争参加資格がないと通知された
者は、競争に参加することができません。

令和04・05・06年度審査結果通知書(全省庁統一資格）写し

競争参加資格の確認結果は電子入札システムにより通知します。結果が期日までに通知され
ない場合は、上記４．にお問い合わせください。

競争参加資格の確認を受けた者が競争参加を辞退するときは、電子入札システム「辞退書_
提出」ボタンから辞退届を提出することとなっています。

（１）の手続きにより競争参加を辞退した者は、これを理由として以後の資格の確認等につ
いて不利益な取扱いを受けるものではありません。

発注者は、提出された申請書を、本件の競争参加資格の確認以外に申請者に無断で使用する
ことはありません。

当機構より競争参加資格がないと通知を受けた者は、その理由について、通知した日の翌日
から起算して５営業日以内に、その理由について説明を求めることができます。ご要望があ
れば「４.担当部署等」までご連絡ください。

本入札において、再入札の可能性もあるため、入札者は開札予定日時に電子入札システムを操
作できる場所で待機願います。再入札については、発注者から再入札実施日時を通知しますの
で、指定時間中に再入札書を電子入札で提出願います。
また、時間内に再入札もしくは辞退の意思表示がなされない場合には失格となります。

入札書受付締切予定日時までに入札書を提出しなかった場合（再入札時の場合も含む）には入
札者を失格とします（受注者側のPCのトラブルによる場合も含む）。
その他入札執行者の指示に従わなかったときも失格とします。

再入札の場合は、発注者からの連絡及び電子入札システムにより再入札の指示以降、上記同
様に再入札書受付開始/締切及び開札予定日時を電子入札システムで確認した上で再入札書
を提出して下さい。
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１２入札方法等
（１） 電子入札システムで入札を行います。
（２）

ア. 機材仕様明細書に示される全品目に対する機材代金
イ. 梱包条件書に基づく輸出梱包にかかる費用 
ウ．輸送条件書に基づく輸送にかかる費用
エ．技師派遣条件書に基づく派遣にかかる費用

（３）

（４）

（５） 一旦提出した入札書は、引換、変更又は取消すことができません。
（６）

（７） 入札保証金は免除します。

１３入札の無効
次の各号のいずれかに該当する入札は無効とします。

（１） 競争に参加する資格を有しない者のした入札
（２） 入札書締切日時後に到着した入札
（３） 明らかに連合によると認められる入札
（４） 同一入札者による複数の入札
（５） その他入札に関する条件に違反した入札
（６） 条件が付されている入札

１４落札者の決定方法
（１）
（２）

１５入札手順等開札までに行うべきこと
（１） 入札の手順

１）開札までに行うべきこと

２）開札

３）再入札及び不落随意契約交渉
ア. 

本件は、本邦以外の第三国で製造及び引取りを行う取引であり、契約金額に本邦消費税はか
かりません。

海外向け機材調達にかかる各種手続きは、「JICA海外向け機材調達の手引き（高額機材）」
に記載しています。本入札で使用する所定の入札書式及び一般的な配慮事項等が含まれてい
ますので、入札に参加する方は予め内容をご確認のうえ入札してください。同手引は次の
URLからダウンロードできます。
https://www.jica.go.jp/about/announce/manual/form/oversea/n_files/1201049
_016.pdf

落札となるべき同価の入札をした者が2者以上あるときは、電子入札システムの電子くじに
より落札者を決定します。

入札者は電子入札システムにより入札書締切日時までに入札金額を入力・提出します。

以下の費用を含んだ総価（円）をもって入札金額とします。ただし、輸入通関は相手国政府
の責任と費用負担で行います。

落札決定に当たっては、入札書に記載された金額をもって落札価格とします。輸送は発注者
側で手配とするため、貨物海上保険の付保は業務に含めません。

発注者の予定価格の範囲内で最低の価格をもって入札した者を落札者とします。

入札執行者は、開札時刻に電子入札システムにより開札し、入札結果をシステム上で入札者
に開示します。

開札後、再入札が発生した際には入札者は電子入札システムにより再入札通知書に記載
の入札書受付/締切日時、開札日時及び入札最低金額に従って、再入札書を提出しま
す。入札者は開札日時以降、入札結果を確認できるようPCの前で待機するようにお願い
します。
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イ. 

（２） 入札途中での辞退

（３） 落札者と宣言された者の失格

１６内訳明細書の提出、契約書作成及び締結
（１）

（２）

（３）
https://www.jica.go.jp/announce/manual/form/oversea/op_tend.html

ア. 

イ. 

（４） 雛型名称：本邦指定場所渡し

ただし、「本邦」を「出荷国」と読み替える。

（５） 契約保証金は免除します。

１７契約締結後の提出書類等
（１）
（２）

（３）

（４）

（５）

落札者と宣言された者について、入札金額が著しく低い等、当該応札者と契約を締結するこ
とが公正な取引の秩序を乱すこととなるおそれがあって著しく不適当であると認められる場
合には当該落札者を失格とし、改めて落札者を決定する場合があります。

落札者は、入札会後に内訳明細書を提出してください。

当機構における内訳明細書の確認及び内部手続きの完了後、契約相手と決定された者は電子
契約書による契約に同意するものとみなし、当機構が契約書（案）を雛型に基づき作成し、
電子署名により締結します。(契約書の日付は、内訳明細書の確認及び当機構の内部決裁が
完了後に当機構が指定します。)
なお、書面による契約を希望する場合は、落札後発注者へご照会ください。電子契約書の導
入については次のURLをご参照ください。

契約書（案）の雛型は、当機構ホームページの次のURLに掲載する雛型のとおりです。

受注者は、危険品及び温度管理品について、納品３０日前までにその有無を所定の様式によ
り当機構に提出するものとします。

開札の結果、すべての入札金額が予定価格を超える場合には、ただちに２回目の再入札
を行います。再入札を２回行っても落札者がないときは、入札を打ち切り、入札金額の
最も低いものから、順次不落随意契約の交渉を行う場合があります。
なお、１回目もしくは２回目の再入札が応札者全員の辞退による不調に終わった場合に
は、その前の入札における入札金額の最も低いものから、順次不落随意契約の交渉を行
うことがあります。
また、上記経緯による不落随意契約の交渉が不調であった場合には、再入札を辞退した
者との間でも不落随意契約交渉を行う場合があります。

「不調」の結果に伴い、再入札を辞退する場合は、「辞退」表示を選択して辞退届を提出し
て下さい。

https://www.jica.go.jp/about/announce/information/common/2023/1515885_471
98.html

電子契約書を利用して契約締結する場合
本契約の証として、本書を電磁的に作成し、発注者、受注者それぞれ合意を証する
電磁的措置を執ったうえ、双方保管するものとする。なお、本契約は、以下の日付より効力
を生じるものとする。

従来の紙で作成された契約書にて契約締結する場合
本契約の証として、本書２通を作成し、発注者、受注者記名押印のうえ、各自１通を保持す
る。

受注者は契約締結後、最終見積書を発注者へ提出します。

受注者は、検疫、梱包材の燻蒸証明取り付け、原産地証明、領事査証等、その他各種許可承
認の手続きが必要な場合、発注者の求めに応じ行ってください。

薬品を調達する場合は、受注者は、納品予定日の７営業日前までに、その有効期限を所定の
様式により当機構に提出するものとします。
危険品があるときは、受注者は納品３０日前までに、安全データシートを当機構に提出する
ものとします。
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１８安全保障輸出管理
（１）

（２）

（３）

（４）

１９留意事項
（１）

（２）

（３）

（４）

ア. 

イ. 

ウ．全品目の梱包才数にその後の確定時と比べ大きな誤差があった場合
エ．その他関連業務が粗雑あるいは不誠実と認められる場合

２０情報の公表について

（１） 公表の対象となる契約
財産の買入れの場合、１６０万円を超える契約

（２） 公表の対象となる契約相手方
次のいずれにも該当する契約相手方

ア. 

（注）

イ. 

輸出規制法規による輸出許可・承認の取り付けが必要な場合は、受注者が輸出許可・承認を
申請するものとします。当機構は、当該物品の許可・承認に必要な情報のうち当機構が保有
する情報を受注者に提供します。

当該物品の許可・承認の取得が不可能であると判断される場合には、当該物品及び同物品の
使用に不可欠な附属物品の発注を取り止め、当該物品の契約を解除します。

応募者は、「JICA海外向け機材調達の手引き（高額機材）」、機材調達契約約款、契約書
案、機材仕様明細書他附属書類を十分理解してから参加するものとします。
委任状等に虚偽の記載をした場合においては、措置規程に基づき措置を行うことがありま
す。
落札者が独占禁止法あるいは刑法に定める談合等不正行為を犯し、行政処分または刑が確定
したときは、落札者は談合等不正行為にかかる違約金として契約金額の１００分の１０を当
機構へ支払うものとします。また、この場合当機構は当該落札者とは契約を締結しません。
もし契約締結後にかかる状況になった場合は、当機構は、契約書に基づき、同上の違約金を
徴取するとともに、該当契約を解除します。
正当な理由なくして次の各状況に該当する場合は、次回以降の入札参加をお断りする場合が
あります。

受注者は、その責任において、全品目について、外国為替及び外国貿易法（昭和24年法律第
228号）、輸出貿易管理令（昭和24年政令第378号）、その他の輸出関連法規及び米国輸出規
則（以下、まとめて「輸出規制法規」という。）による輸出規制該当品の有無を確認し、納
品３０日前までにその結果を所定の様式により当機構に提出するものとします。

受注者は、輸出規制法規による該非の判定に必要な資料（項目別対比表、パラメーターシー
ト、米国輸出規則の輸出規制品目分類番号（ECCN）等）を、納品３０日前までに当機構に提
出するものとします。

当機構との間の取引高が、総売上又は事業収入の３分の１以上を占めていること

全品目の梱包才数、危険品及び温度管理品の有無、輸出規制法規による規制該当品の有無に
ついて所定の期日までに提出がない場合
危険品及び温度管理品の有無、輸出規制法規による規制該当品の有無、薬品の有効期限の判
定に誤りがあった場合

 「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」（平成22年12月7日閣議決定）において、
独立行政法人の役職員経験者の契約相手方への再就職の情報や当該法人との間の取引等の情報
を公表することとされたことに伴い、JICAでも同情報の公表を行っています。
つきましては、当機構においてもこれに基づき関連情報を当機構ホームページで公表すること
としますので、必要な情報の当方への提供及び情報の公表に同意の上で、競争に参加していた
だくようご理解とご協力をお願いいたします。なお、契約の締結をもって、本件公表に同意さ
れたものとみなさせていただきます。

当該契約の締結日において、当機構の役員経験者が再就職していること又は当機構の課
長相当職以上経験者が役員等として再就職していること

役員等とは、役員のほか、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを
問わず、経営や業務運営について、助言することなどにより影響力を与え得ると認
められる者を含む。
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（３） 公表する情報

ア. 

イ. 
ウ．

・３分の１以上２分の１未満
・２分の１以上３分の２未満
・３分の２以上

エ． 一者応札又は応募である場合はその旨
（４） 当機構の役職員経験者の有無の確認日：当該契約の締結日とします。
（５） 情報提供の方法

以上

＜参考様式＞ 
【入札手続に関する様式】 
☐質問様式

【契約締結に関する様式】 
☐最終見積書
☐内訳明細書 （機材仕様明細書）
☐契約書 船積渡し/仕向地渡し
☐機材調達契約約款
☐梱包条件書
☐輸送条件書 船積渡し/仕向地渡し
☐技師派遣条件書

【契約締結後の提出書類】 
☐支払先口座届出書
☐輸出貿易管理令等調書
☐外国製品に関する調書
☐危険品・温度管理品の確認について
☐仕様変更届 受注者文書
☐仕様変更届 製造会社文書
☐輸送書類提出様式・受領書
☐輸送日程報告カード

契約ごとに、物品役務の名称及び数量、契約締結日、契約相手方の氏名・住所、契約金額等
と併せ、次に掲げる情報を公表します 。

当機構の役員経験者又は当該契約相手方の役員等として再就職している当機構課長相当
職以上経験者の氏名、契約相手方での現在の職名及び当機構における最終職名
契約相手方の直近３ヵ年の財務諸表における当機構との間の取引高
契約相手方の総売上高又は事業収入に占める当機構との間の取引割合が、次の区分のい
ずれかに該当する旨

契約締結時に所定の様式を提出していただきますので、ご協力をお願いします。
詳細は、次のページをご参照ください。

・宛名 ：独立行政法人国際協力機構　契約担当役　理事

・公告番号：23a00825
・公告日 ：２０２３年１２月２２日
・入札会：２０２４年２月８日

https://www.jica.go.jp/announce/manual/guideline/consultant/corporate.html

様式集

以上の様式のデータは、国際協力機構ホームページ「調達情報」→「調達ガイドライン、様式」→
「海外向け資機材の調達」「一般競争入札」よりダウンロードできます。

https://www.jica.go.jp/announce/manual/form/oversea/op_tend.html

なお、宛名に理事、件名、公告番号、公告日、入札日を記載する様式には、以下の通り記
載してください。

・件名 ：ウクライナ国公共放送組織体制強化プロジェクト フェーズ２向け機材(DSNG車)

7

https://www.jica.go.jp/announce/manual/guideline/consultant/corporate.html
https://www.jica.go.jp/announce/manual/guideline/consultant/corporate.html
https://www.jica.go.jp/announce/manual/guideline/consultant/corporate.html
https://www.jica.go.jp/announce/manual/guideline/consultant/corporate.html
https://www.jica.go.jp/announce/manual/guideline/consultant/corporate.html
https://www.jica.go.jp/announce/manual/guideline/consultant/corporate.html
https://www.jica.go.jp/announce/manual/form/oversea/op_tend.html
https://www.jica.go.jp/announce/manual/form/oversea/op_tend.html
https://www.jica.go.jp/announce/manual/form/oversea/op_tend.html
https://www.jica.go.jp/announce/manual/form/oversea/op_tend.html
https://www.jica.go.jp/announce/manual/form/oversea/op_tend.html
https://www.jica.go.jp/announce/manual/form/oversea/op_tend.html
https://www.jica.go.jp/announce/manual/form/oversea/op_tend.html
https://www.jica.go.jp/announce/manual/guideline/consultant/corporate.html
https://www.jica.go.jp/announce/manual/form/oversea/op_tend.html


調達管理番号(23a00825) 別紙

２０２３年１２月２２日
独立行政法人国際協力機構

件名 : ウクライナ国公共放送組織体制強化プロジェクト フェーズ２向け機材(DSNG車)

１ 公告日 ： ２０２３年１２月２２日
・競争参加資格申請受付開始*
・入札説明書に対する質問の提出受付開始

２ 質問受付期限 ： ２０２４年１月１７日正午

３ 質問に対する機構からの回答掲載（ＨＰ） ： ２０２４年１月２３日以降

４ 競争参加資格申請受付締切日時* ： ２０２４年１月２６日正午

５ 競争参加資格確認結果の通知* ： ２０２４年１月３０日まで

６ 入札書受付開始日時* ： ２０２４年１月３０日正午

７ 入札書受付締切日時* ： ２０２４年２月７日正午

８ 入札会・開札日時* ： ２０２４年２月８日  午後 ３ 時

*電子入札システムによる授受となります。

【手続・締切日時一覧】

提出方法：当機構での取りまとめの都合上、以下の様式をJICAホームページよりダウン
ロードして、メールでのご提出をお願いいたします。
様式 一般競争入札（海外向け機材）「質問様式（質問書）」
送付先：e_sanka@jica.go.jp
メールタイトル:
【入札説明書への質問（社名●●）】23a00825：ウクライナ国公共放送組織体制強化プ
ロジェクト フェーズ２向け機材(DSNG車)
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業務仕様書 

１ 対象機材：DSNG車 

２ 業務内容： 

⚫ 別添機材仕様明細書に記載の機材の新規調達（公共放送局提供を除く）

⚫ 対象機材のメンテナンス、開梱・検収、システム設計、据付・調整、試

運転、動作検証

３ 技師の資格 

技師は、メーカー所属の専門の技師であること。 

４ 工数： 

◆ アイテム１ KUバンド衛星通信システムの改修

サテライトディッシュのメンテナンス、システム設計（2日間）、HPA

（ハイパーアンプ）の車両ルーフの衛星アンテナへの取り付け、エンコ

ーダー/IRDの19インチラックへの取り付け(2名、1週間)、システムの試

運転(3日間) 

◆ アイテム２ 発電機のメンテナンス（２名、２日間）

◆ アイテム３ ルーフエアコンのメンテナンス（１名、１日間）

◆ アイテム４ 予熱システムのメンテナンス（１名、１日間）

◆ アイテム５ 電源システム（１名、２日間）

一般的な電気システムのメンテナンス

◆ アイテム１０ VAシステムのエンジニアリングサービス

プロジェクト管理(4日間)、システムの設計(図面とケーブルリスト)な

どのエンジニアリング(1日間)、新しいケーブルの組み立てとビデオ/

オーディオ機器の19インチラックへの設置(2名、1日間)、システムの試

運転(2名、1日間) 

10 添付資料： 

  別紙１：機材仕様明細書 

  別紙２：DSNG車現況

  別紙３：各機材設置場所 

以上 
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別紙１

メーカー 型番

0 総則

General 1. 仕様欄において、施主提供と記述されてないものは、新品とする。

2. ﾒｰｶｰ設定の標準付属品は、仕様欄に記載がなくとも当該機材の

 付属品として含めること。

3. 新規に調達し、据付けた機材は1年間の保証対象とする。

4. 施主提供の機材及び車両本体の故障に関しては保証対象範囲外であり、

 引き渡し後に故障が発生しても受注者の責任範囲に含まれない。

5. 受注者は改修中に車体に傷などつかないよう配慮すること。

   DSNG車をメーカーに預け入れる際に、もともとの傷と場所を写真に

 とって、ウクライナ公共放送局、受注者、双方で確認しておくこと。

 もし改修中に新たな傷が発生した場合は、受注者責任で修理すること。

1

1.1

1.1.1 メンテナンス 1.5ｍＫＵバンドのサテライトディッシュとそのコントローラーのメンテナン
ス

Broadcast Solutions ー 1

1.2

1.2.1 アップコンバータ IBUC G Kuバンドブロックアップコンバータ
導波管出力：
13.750-14.500 GHz、+ 51.8dBm PSat、150W出力、
+ 50dBm PLin、100Wリニア出力電力、内部10MHzソース付き、200~240V直接AC
入力、Nタイプモデム入力、色:白。
機能・装備：
AGC/ALC
自己診断
FSK M&C対応
RJ45コネクタ経由のTCP/IP
内臓のウェブページとSNMPを使用
RS485、RS232アラーム、ハンドヘルドポート
多機能LEDインジケータ
特別仕様:GaNブロードバンド

Terrasat IBR137145-
2NA151WW-0019

2

1.2.2 KuバンドIBUC G KuバンドIBUC G　冗長系切替システムあり
含む：
導波管スイッチ
Nタイプ入力/NタイプBUCを備えたインターフェースアセンブリ
フレキシブル導波管
相互接続ケーブル
終端端子
取り付けプレートでテストおよび組み立て済み

Terrasat 305-22276-0000 1

1.2.3 ハンドヘルド端末 ケーブル付きハンドヘルド端末 Terrasat 700-10544-0001 1

1.2.4 パッチパネル スプリッター付きLバンドパッチパネル
相互接続ケーブル(HPAからコントローラーなど)　1set
操作マニュアルの設定 1set

Broadcast Solutions 特注品 1

1.3

1.3.1 ボイジャーキット（公共放送局提供） AVP3000ボイジャーキット。メインエンコーダーの整備。 Broadcast Solutions ー 1

1.3.1.1 シャーシ（公共放送局提供） AVP3000 ボイジャーシングル AC PSU シャーシ( AVP3000/BAS/1AC/A ) Mediakind KDU137911-4 1

1.3.1.2 モジュレーションパック（公共放送局
提供）

ベーシックモジュレーションバリューパック(AVP / SWO / VP / MOD) Mediakind FAT1023778 1

1.3.1.3 メディア処理モジュール（公共放送局
提供）

BNC 接続を備えた HEVC メディア処理モジュール (CE/HWO/HEVC/BNC/A) Mediakind ROA1286526 1

1.3.1.4 MPEG-4エンコーダー（公共放送局提
供）

HEVC カード用のシングル MPEG-4 AVC HD エンコーディング
(CE/SWO/VP/HEVC/MP4/HD)

Mediakind FAT1023945 1

1.3.1.5 ビデオエンコーダー（公共放送局提
供）

HEVC カード用の 4:2:2 10 ビット ビデオ エンコーディング
(CE/SWO/VP/HEVC/CONT)

Mediakind FAT1023824 1

1.3.1.6 入力カード（公共放送局提供） RS-232データ入力ポートおよび汎用接点閉鎖(GPI)入力カード(CE / HWO /
GPI/A)

Mediakind ROA1286479 1

1.3.1.7 ブランクパネル（公共放送局提供） ブランクパネル Mediakind SXA2152475-1 3

1.3.1.8 電源コード（公共放送局提供） 電源コード　ヨーロッパ Mediakind RPM1191146-1 1

1.4 バックアップエンコーダ

1.4.1 ボイジャーキット（公共放送局提供） AVP3000ボイジャーキット。構成 Broadcast Solutions ー 1

1.4.1.1 シャーシ（公共放送局提供） AVP3000 ボイジャーシングル AC PSU シャーシ( AVP3000/BAS/1AC/A ) Mediakind KDU137911-4 1

1.4.1.2 モジュレーションパック（公共放送局
提供）

ベーシックモジュレーションバリューパック(AVP / SWO / VP / MOD) Mediakind FAT1023778 1

1.4.1.3 メディア処理モジュール（公共放送局
提供）

BNC 接続を備えた HEVC メディア処理モジュール (CE/HWO/HEVC/BNC/A) Mediakind ROA1286526 1

1.4.1.4 MPEG-4エンコーダー（公共放送局提
供）

HEVC カード用のシングル MPEG-4 AVC HD エンコーディング
(CE/SWO/VP/HEVC/MP4/HD)

Mediakind FAT1023945 1

1.4.1.5 ビデオエンコーダー（公共放送局提
供）

HEVC カード用の 4:2:2 10 ビット ビデオ エンコーディング
(CE/SWO/VP/HEVC/CONT)

Mediakind FAT1023824 1

1.4.1.6 入力カード（公共放送局提供） RS-232データ入力ポートおよび汎用接点閉鎖(GPI)入力カード(CE / HWO /
GPI/A)

Mediakind ROA1286479 1

1.4.1.7 ブランクパネル（公共放送局提供） ブランクパネル Mediakind SXA2152475-1 3

1.4.1.8 電源コード（公共放送局提供） 電源コード　ヨーロッパ Mediakind RPM1191146-1 1

1.5

1.5.1 送受信機 送受信機 Broadcast Solutions 特注品 1

1.5.1.1 1RU シャーシ 1RU シャーシ
製品の寸法と電源
寸法 (幅 x 奥行 x 高さ) - 442.5 x 545 x 44mm
入力電圧 - 90 VAC / 240 VAC
消費電力-最大100W(取り付けられているオプションによって異なります)
冷却 - 内蔵ファン
環境条件
動作温度 - 0°C〜+50°C
保管温度 - -20°Cから+60°C
相対湿度 - 5%から95%

Mediakind KDU137639-16 1

1.5.1.2 衛星入力 • 第2世代DVB-SおよびDVB-S2衛星入力
• 4x Lバンド入力
• DVB-S QPSK復調機能内蔵
•DVB-S2 QPSK、8PSK復調機能を含む
•DVB-S および DVB-S2 の低シンボル レート機能を搭載
•複数の(x3)PLスクランブル/ゴールドコード検索
•DVB-S2 16APSKおよび32APSK復調、追加オプションあり

Mediakind ROA1286425 1

機材仕様明細書

番号 機材名
銘柄指定

仕様 数量

KUバンド衛星通信システムの改修

サテライトディッシュのメンテナンス

KU BAND IBUC-G AC 1:1 システム	

メインエンコーダ

バックアップエンコーダ

IRD
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別紙１

メーカー 型番

機材仕様明細書

番号 機材名
銘柄指定

仕様 数量

1.5.1.3 デコーダー ソフトウェアアップグレードによる将来的な機能向上に備えたHEVC 4:2:2
1080pデコード
• HEVC および MPEG-2/MPEG-4 4:2:2対応機器
• HEVC 4:2:0 および 4:2:2 対応デコード ハードウェア: 1080p以上
•デコードバリューパック購入による低遅延デコードの有効化

Mediakind ROA1286462 1

1.5.1.4 インターフェース •ダッシュボードWebインターフェイス
•入力トランスポート ストリーム入力　ASI  x 1
•フレーム同期入力
•BISS, BISS 2, Common Interface & MediaKind Director デスクランブル
• メディアカインドRASスクランブル解除
• SD & HD Video出力インターフェース
• 単一サービス フィルタリング
• 物理オーディオ接続 ステレオペア x 2
• ドルビーデジタル®デコードとパススルー
• アラームリレーとSCTE 35制御接点閉鎖による広告挿入シグナリング

Mediakind FAT1023716 1

1.5.1.5 デコーダー MPEG-2 SD および HD、MPEG-4 AVC SD および HD 4:2:0 デコード Mediakind FAT1023723 1

1.5.1.6 電源コード 電源コード　ヨーロッパタイプ Mediakind RPM1191146-1 1

1.6

1.6.1 測定器（公共放送局提供） プロマックスHDレンジャーエコ PROMAX ー 1

1.6.2 ラックマウントキット ラックマウントキット Broadcast Solutions ー 1

1.7

1.7.1 技術サービス インストールおよびエンジニアリングサービス Broadcast Solutions ー 1

2

2.1 技術サービス フィッシャーパンダ発電機のメンテナンス Broadcast Solutions ー 1

3

3.1 技術サービス ルーフエアコンのメンテナンス Broadcast Solutions ー 1

4

4.1 技術サービス ベバストのメンテナンス Broadcast Solutions ー 1

5

5.1 技術サービス 一般的な電気システムのメンテナンス Broadcast Solutions ー 1

5.2 3kVA　UPSシステム 3kVA　UPSシステム
オンライン二重変換技術、100%保護24/7
マイクロプロセッサの制御と監視
自動プログラム可能なバッテリとセルフテスト
内蔵の「ホットスワップ可能な」バッテリー
バッテリーの自律時間(分単位)の表示力率0.9
19インチラックUPSおよびタワーUPSとして、またはスタンドアロンデバイスとして使用可
能
回転可能なコントロールパネルとディスプレイ
標準またはコンパクトな設計
外部バッテリモジュールで拡張可能な「プラグ&プレイ」
個別に切り替え可能でプログラム可能な2つの出力グループ
負荷依存の速度制御ファン
25°C - 3 kVA での皮相電力
コスファイ1-2,7kWでの有効電力
出力時の係数 - 0,9
クレストファクター - 3:1
インプット
入力電圧 - 220 / 230 / 240V AC
入力電圧範囲 - 180 -280 VAC
入力周波数 - 45 -65 Hz
入力の力率->0,99
接続入力 - IEC C20
バックアップヒューズ - 16A
供給ラインの断面積 - 2,5 mm²

ROTON - 1

アウトプット
出力波形 - 純粋な正弦
出力電圧 - 220 / 230 / 240V
出力電圧レギュレーション - 線形負荷時に+/-1%
相Aあたりの最大出力電流 - 11,7 A
出力周波数 - 50/60Hz (調整可能) +/- 0.2%
接続出力 - 2x3x IEC C13, 1x IEC C19
短絡電流 A/ 相 - 57 A
システム全体
寸法 (幅 x 高さ x 奥行き) (mm 単位) - 440 x 88 x 600
バッテリーを含む重量-25

5.3 ネットワーク インターフェイス カー
ド

ネットワーク インターフェイス カード ROTON NETZWERKKARTE 1

6

6.1

6.1.1 ビデオアイソレータ ビデオアイソレータガルバニックビデオおよびグランドパスアイソレータ、
BNC x 2、HD SDI
技術データ
インピーダンス:75オーム
帯域幅: <0.5 MHz から >1485 メガヘルツ
振幅ロールオフ: <0.25 dB <0.5 MHz から 1485 MHz
リターンロス:>20dB
DCブレークダウン電圧:->100ボルト
エンクロージャ:ABSボックス、45 x 30 x 15 mm(コネクタを除く)
重量: - 26グラム
コネクタ:BNCメス

LEN LHDF01 4

6.1.2 ビデオケーブル ケーブルドラムの100メートルビデオケーブル IT 266 RM Broadcast Solutions 13962 4

6.2

6.2.1 トランスミッター デュアルチャンネル3G SDIからファイバートランスミッタ
• デュアルチャネル
• 最大3G(1080p60)のSDIビデオ入力をサポート
3G レベル A およびレベル B のサポート(すべてのフォーマット)
• 自動リクロック 270M、1.5G、および 3G
• エラーのない光伝送
• 最大10km @ 3ギガビット/秒
• デュプレックス LC/PC シングルモード光接続
• ホットスワップとホットプラグをサポート

LYNX OTT 1812-1 1

ケーブル接続

銅線接続

光接続

電源システム

測定機器

KUバンド衛星通信システムの技術サービス

発電機のメンテナンス

ルーフエアコンメンテナンス

予熱システムのメンテナンス	

11



別紙１

メーカー 型番

機材仕様明細書

番号 機材名
銘柄指定

仕様 数量

6.2.2 光ファイバーレシーバー 光ファイバレシーバへの3G SDI
• 最大 3Gbit/s (1080p60) の SDI ビデオ入力をサポート
3 ギガビット レベル A およびレベル B のサポート(すべてのフォーマット)
• 自動リロック 270 メガビット/秒、1.5 ギガビット/秒、および 3 ギガビッ
ト/秒
• SDI 出力 x 2
• LCファイバ接続
•マルチモードバージョンが利用可能
•入力範囲1260nm〜1620nm(シングルモード)
• ホットスワップとホットプラグをサポート

LYNX ORX 1802-2 LC 1

6.2.3 SDIレシーバー デュアルチャネル3GファイバからSDIレシーバ
• デュアルチャネル
• 最大3G(1080p60)のSDIビデオ入力をサポート
• 3G レベル A およびレベル B のサポート(すべてのフォーマット)
• 自動リクロック 270Mビット / 1.5ギガビット / 3ギガビット
• エラーのない光受信
• 1260nm〜1620nmの波長入力範囲
• デュプレックス LC/PC シングルモード光接続
• ホットスワップとホットプラグをサポート

LYNX ORR 1802-2 1

6.2.4 光ファイバートランスミッター 光ファイバトランスミッタへの3G SDI
• 最大3G(1080p60)のSDIビデオ入力をサポート
3G レベル A およびレベル B のサポート(すべてのフォーマット)
• 自動リロック 270 メガビット/秒、1.5 ギガビット/秒、および 3 ギガビッ
ト/秒
• エラーのない光伝送
• リクロックされたSDIループアウト接続
• LC、ST、またはSCファイバ接続用のバージョン
• マルチモードバージョンが利用可能
• 最大10km @ 3ギガビット/秒(シングルモード)
• ホットスワップとホットプラグをサポート

LYNX OTX 1812 LC 1

6.2.5 光スイッチ イーサネットからファイバへのトランシーバ(スイッチ)
• 最大 1 ギガビットの標準イーサネット入力をサポート
• 3 ポート イーサネット スイッチ(ファイバ X 1、電気 X 2)
• 自動(10/100/1000)電気ポート速度検出
•手動で10Mbitの電気速度を強制します(必要な場合)
•ファイバートランシーバー速度は常に1ギガビット
• 自動または手動の電気クロスオーバー選択
• シングルモードファイバー1310nm最大10km
• デュプレックス LC 光接続
• ホットスワップとホットプラグをサポート

LYNX OET 1510 2

6.2.6 ファイバーケーブル 250メートル軍用8芯ファイバーケーブル
LCコネクタ、シングルモード、ドラム式

Broadcast Solutions 特注品 1

6.2.7 輸送ケース CTP付き輸送ケース Broadcast Solutions 特注品 1

7

7.1 外部 CTP 外部 CTP Broadcast Solutions 特注品 1

8
8.1 LCDスクリーン コンパクトなラックマウント設計の2つの大型独立8インチLCDスクリーン。

SD、HD、3G-SDIを自動切り替え
2K、HD、または標準解像度の入力の自動検出。
I/Oポート:
モニター1:SD / HD SDIインおよびアウト
モニター2:SD / HD SDIインおよびアウト
イーサネット:ループスルー付きの10/100 BaseT。
タリー:9ピンDコネクタ
ディスプレイ解像度:800 x 480ピクセル
応答< 15 ms
コントラスト比:通常500:1
色深度:1670万色。
SDIコンプライアンス:SMPTE 259M, SMPTE 292M, SMPTE 296M, SMPTE 372M, SMPTE 424M レ
ベル B および SMPTE 425M
SDI 色空間:レック601、レック709
SDI 自動スイッチング:SD、HD、3 Gb/秒のSDIを自動的に選択
ビデオサンプリング:4:2:2および4:4:4
SDI フォーマットのサポート:525i59.94 NTSC, 625i50 PAL, 720p50, 720p59.94,
720p60,1080p23.98, 1080p24, 1080p25, 1080p29.97, 1080p30, 1080p50, 1080p59.94,
1080p60, 1080PsF23.98, 1080PsF24, 1080PsF25, 1080PsF29.97, 1080PsF30,1080i50,
1080i59.94, 1080i60
2Kフォーマットのサポート:
2K DCI 23.98p, 2K DCI 24p, 2K DCI 25p
2K DCI 23.98PsF, 2K DCI 24PsF, 2K DCI 25PsF

BLACKMAGIC DESIGN BM-HDL-SMTVDUO2 1

9

9.1 ラックマウントオーディオモニター ラックマウントオーディオモニター
放送品質アナログ、AES / EBUおよびSDIオーディオモニタリング
コネクタ
SDIビデオ入力:1
SDIビデオ出力:1ループアウト。
SDIレート:270メガバイト、1.5グラム、3グラム、6グラム、12グラム。
HDMI 2.0ビデオ出力:1
マルチレートのサポート:
SDIとHDMIは、標準解像度、高解像度、超高解像度を切り替え可能。
SDIビデオループ:1 x リクロックされた10ビットSD / HD / 3G-SDI、6G-SDIおよび12G-
SDI。
アナログオーディオ入力:2 x XLR。2 x RCAハイファイ。
アナログオーディオ出力:1 x 6.5mmヘッドフォンソケット。
デジタルオーディオ入力:1 x XLR。
内蔵スピーカー:2ウェイクロスオーバーと独立したステレオサブウーファーを備えたステ
レオ。
内蔵LCDディスプレイ:ビデオ入力、ビデオ標準、および選択したオーディオ入力を表示す
るための2.2インチディスプレイ
AES / EBUオーディオ入力:XLRを介して2チャネルバランス110Ω AES / EBU
SDIオーディオ入力:SD、HD、UltraHD 4Kに組み込まれた16チャンネル。
SDIオーディオ出力:16チャンネルの組み込みオーディオループアウト。
HDMIオーディオ出力:SD、HD、および4Kに組み込まれた8チャンネル。
イーサネット:構成とファームウェアの更新に1Gb/秒。
コンピュータインターフェイス:構成とファームウェアの更新用のUSB-C。
メータリング:2 x 27 RGBセグメントLED VU、PPM、またはラウドネスメーター。

BLACKMAGIC DESIGN BM-HDL-
AUDMON1RU12G

1

寸法 (幅 x 高さ x 奥行): 482 x 43.9 x 245 mm
重量:2.26キロ
電源:1 x内部100-240V AC。

10

10.1 技術サービス 設置およびエンジニアリングサービス Broadcast Solutions ー 1

10.2 設置材料 設置材料 Broadcast Solutions ー 1

VAシステムのエンジニアリングサービス	

外部CTP

ビデオモニタリング

オーディオモニタリング
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出荷国指定場所渡し 

機材調達契約書 

１．件 名 ウクライナ国公共放送組織体制強化プロジェクト

フェーズ２向け機材(DSNG車)

２．物品名及び数量 別添内訳明細書のとおり 

３．仕 様 別添内訳明細書のとおり 

４．取 引 条 件 出荷国指定場所渡し 

５．引 渡 場 所 Broadcast Solutions ドイツ工場 

６．引 渡 期 限 ２０２４年９月３０日 

７．履 行 期 間 ２０＊＊年 月 日から２０＊＊年 月 日まで 

８．業 務 完 了 期 限 ２０２４年９月１３日 

９．契 約 金 額 金 円（不課税） 

頭書記載の物品（以下「契約物品」という。）の調達及び改修、メンテナン

ス業務の実施について、発注者 独立行政法人国際協力機構 契約担当役と受

注者 会社名 とはおのおの対等な立場における合意に基づいて、次の条項に

よって契約（以下「本契約」という。）を締結し、信義に従って誠実にこれを

履行するものとする。 

（契約書の構成） 

第１条 本契約は、本契約書本体の他、本契約の一部としての効力を持つ次に

掲げる各文書により構成される。 

（１）機材調達契約約款（以下「約款」という。）

（２）附属書Ⅰ「契約の管理について」

（３）附属書Ⅱ「業務仕様書」

（４）附属書Ⅲ「内訳明細書」

（契約業務） 

第２条 受注者は、契約物品を頭書に示すところに従い調達し、発注者に引き

渡さなければならない。 

２ 契約物品のうち輸出のために必要な検査を受ける必要のある物品は、受注

者が検査料を負担して検査を受け、これに合格したものでなければならない。 

３ 受注者は、発注者が契約物品を輸出するために必要な資料を提出しなけれ

ばならない。この資料とは、契約物品の品目別の重量・容積・寸法を示す資
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出荷国指定場所渡し 

料、契約物品の英文リスト、航空輸送の場合であって契約物品が危険品・温

度管理品（冷凍品・冷蔵品）に該当する場合は安全データシート又は成分表、

その他発注者が別途指示する資料とする。 

４ 受注者は、附属書Ⅲ「梱包条件書」に基づく十分な輸出梱包を施すものと

する。なお、熱処理が必要な場合は処理の上、その実施に係る証明書を発注

者に提出するものとする。 

５ 受注者は、附属書Ⅳ「技師派遣条件書」に基づき、技師を派遣し、業務を

実施するものとする。また、受注者は、契約物品の据付中、受注者側の過失

により契約物品に損害あるいは損失を与えた場合は、代替品の納入もしくは

修理をしなければならない。 

（引渡方法） 

第３条 受注者は、機材調達契約約款第５条の検査に合格した契約物品につい

て、発注者の指示に従い頭書に定めるところにより引渡場所に搬入し、発注

者が搬入されたことを確認したときをもって引渡しを完了したものとする。 

（輸出管理） 

第４条 受注者は、契約物品について、外国為替及び外国貿易法(昭和 24 年法

律第 228 号)、輸出貿易管理令(昭和 24 年政令第 378 号)及びその他の輸出関

連法規による許可・承認の取得並びにアメリカ合衆国による再輸出規制によ

る許可の取得を要するか否かを確認し、発注者に報告しなければならない。 

２ 発注者は、前項による許可・承認の取得を必要とする物品（以下「該当

品」という。）がある場合は、該当品及び同物品の使用に不可欠な附属物品

の発注を当該許可・承認取得後まで留保するとともに、当該物品の引渡期限

について別途定めることができる。 

３ 発注者は、該当品を輸出するため、所定の申請手続を行うものとする。受

注者は、発注者に対して申請に必要な書類を提出し、申請手続に協力しなけ

ればならない。 

４ 発注者は、該当品の許可・承認の取得が不可能であると判断される場合、

該当品及び同物品の使用に不可欠な附属物品の発注を取りやめ、当該物品の

契約を解除することができる。この場合において、当該解除によって生じる

損失は受注者の負担とする。ただし、当該解除が発注者の責による場合は、

発注者が必要な範囲で負担する。 

５ 受注者が第１項に定める報告を怠った結果生じる損害については、受注者

が負担する。 
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出荷国指定場所渡し 

（消費税等） 

第５条 契約書本体頭書の「契約金額」に記載の「消費税及び地方消費税」と

は、消費税法及び地方税法の規定に基づくものである。 

２ 税法の改正により消費税等の税率が変動した場合、変動後の税率の適用日

以降における消費税等の額は変動後の税率により計算された額とする。ただ

し、税法に定める経過措置に該当する場合又は消費税率変動以前に課税資産

の譲渡等が行われる場合は、消費税等の額は変動前の税率により計算された

額とする。 

（前払金）1 

第６条 受注者は、発注者に対して、本契約を遂行する上で受注者が支出を要

する費用について前払金を請求することができる。 

２ 受注者は、前項により前払金を請求しようとするときは、前払金の額につ

いて、契約書本体頭書に規定する引渡期限までを保証期間として、銀行等に

よる保証の措置を講じ、保証書その他当該措置を講じたことを証する資料を

発注者に提出しなければならない。 

３ 前払金の対象となる経費は、契約金額の機材価格に限るものとし、契約金

額の 10分の４相当額を限度とする。 

４ 発注者は、第１項及び第２項の規定による前払金の請求があったときは、

審査のうえ、必要と認めた経費を前払金として、受注者が請求した日から起

算して 30日以内に支払うものとする。 

５ 業務内容の変更その他の理由により引渡期限を延長した場合には、受注者

は、ただちに、第２項に基づく保証の措置に係る保証契約を変更し、変更後

の保証書を発注者に寄託しなければならない。 

６ 受注者は、前払金を第３項で認めた経費以外の支払に充当してはならない。 

７ 受注者が前項の規定に違反した場合は、発注者は受注者に対して、発注者

の指定した期限までに前払金支払額を返還するよう請求することができる。

この場合、発注者は、前払金支払の日から返還の日まで年 5.0 パーセントの

割合で計算した額の利息を付すよう求めることができる。 

1 前払金を認める案件のみ記載する。前払金を認める条件は、次のとおり。 

・予定価格が 3000 万円以上の契約であり、かつ、

・船舶、船舶用機関、船舶のぎ装品、航空機、航空機用機関、航空機部品、車両、施設機器、

訓練機器、通信機器、電子機器、プラント・医療機器等システムとして使用される機器類の

建造、製造、改造又は修理あるいは設備の受注生産又は改造であって、契約締結日から船積

までに 120日以上を要するもの、又は

・第三国（又は、システム機材の一部を現地調達するなど現地調達品が含まれる場合には仕向

地）で調達し仕向地で機構に引き渡すもの（外国から購入する物品であっても本邦で調達し

船積前に機構に引き渡すものは除く。）
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出荷国指定場所渡し 

本契約の証として、本書を電磁的に作成し、発注者、受注者それぞれ合意を証

する電磁的措置を執ったうえ、双方保管するものとする。なお、本契約は、以下

の日付より効力を生じるものとする。 

２０＊＊年  月  日 

発注者 受注者 

東京都千代田区二番町５－２５  （住所） 

二番町センタービル 

独立行政法人国際協力機構 （会社名）  

契約担当役 （代表者役職） 

理 事  理事名 （代表者氏名）
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機材調達契約約款 

（総則） 

第１条 受注者は、発注者と受注者で別途締結する機材調達契約書（以下「契

約書本体」という。）及び本約款に定めるところに従い、契約書本体頭書に記

載する契約物品（以下「契約物品」という。）を調達し、発注者に引渡し、発

注者は、受注者に対しその対価を支払うものとする。 

２ 契約書本体に技師派遣業務等付随する業務（以下「本付随業務」という。）

が規定されている場合、受注者は、契約書本体及び本約款に定めるところに

従いこれを完了し、発注者は、受注者に対し、その対価を支払うものとする。 

３ 受注者は、契約書本体及び本約款に定めるもののほか、契約書本体第１条

に定める、契約書を構成する各文書に従い調達を行わなければならない。 

４ 受注者が共同企業体を結成している場合においては、発注者は、この契約

（契約書本体及び本約款に基づく契約を指し、以下「本契約」という。）に

基づくすべての行為を共同企業体の代表者に対して行うものとし、発注者が

当該代表者に対して行った本契約に基づくすべての行為は、当該企業体のす

べての構成員に対して行ったものとみなし、また、受注者は、発注者に対し

て行う本契約に基づくすべての行為について当該代表者を通じて行わなけれ

ばならない。 

５ 受注者が共同企業体である場合は、その構成員は、発注者に対して、連帯し

て本契約を履行し、本契約の業務を実施する義務を負うものとする。また、

本契約に基づく賠償金、違約金及び延滞金が発生する場合は、全構成員によ

る連帯債務とする。 

６ 受注者は、本契約の業務に関し、発注者が定める「独立行政法人国際協力機

構関係者の倫理等ガイドライン」等の各種ガイドラインを遵守しなければな

らない。 

（権利義務の譲渡等） 

第２条 受注者は、発注者の事前の書面による承諾を得た場合を除き、本契約

により生ずる権利又は義務の全部若しくは一部を第三者に譲渡し、若しくは

承継させ、又は担保に供してはならない。 

（再委託等の禁止） 

第３条 受注者は、本契約の業務の実施を第三者に委託し、又は請け負わせて

はならない。ただし、あらかじめ書面による発注者の承諾を得たときは、こ
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の限りでない。 

２ 受注者は、前項に基づく発注者の承諾を得て本契約の業務を第三者に委託

する場合、当該第三者に対し、本契約に基づき受注者に対して課せられる義

務と同等の義務を負わせることとし、当該第三者の義務違反に基づく賠償義

務についても連帯して責任を負う。 

（所有権の移転・引渡し及び危険負担） 

第４条 契約物品の所有権は、第７条に従った検査に合格した時に受注者から

発注者に移転し、同時に当該契約物品は、発注者に引き渡されたものとする。 

２ 発注者への引渡しが完了する前に生じた契約物品についての滅失、損傷そ

の他の損害（以下「滅失等」という）は受注者の負担とする。 

３ 前項の滅失等が発注者及び受注者いずれの責めに帰することができない事

由により生じたときは、発注者は、当該契約物品の代金の支払を拒むことが

できるとともに、本契約を解除することができる。 

（監督職員） 

第５条 発注者は、本契約の適正な履行を確保するため、独立行政法人国際協力

機構●●●部●●課長の職にある者を監督職員と定める。 

２ 前項に定める監督職員は、本契約の履行及び業務の実施に関して、次に掲

げる業務を行う権限を有する。 

（１） 本契約に基づく書類の受理

（２） 本契約に基づく、受注者又は次条に定める受注者の業務責任者に対す

る指示、承諾及び協議

（３） 本契約に基づく、業務工程の監理及び立会

３ 前項における、指示、承諾、協議及び立会とは、次の定義による。 

（１）指示 監督職員が受注者又は受注者の業務責任者に対し、

監督職員の所掌権限に係る方針、基準、計画等を示し、実施させ

ることをいう。 

（２）承諾 受注者又は受注者の業務責任者が監督職員に報告し、

監督職員が所掌権限に基づき了解することをいう。 

（３）協議 監督職員と受注者又は受注者の業務責任者が対等の

立場で合議し、結論を得ることをいう。 

（４）立会 監督職員又はその委任を受けた者が作業現場に出向

き、業務仕様書に基づき業務が行われているかを確認すること

をいう。 

４ 第 2項の規定に基づく監督職員の指示、承諾及び協議は、原則としてこれ
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を書面に記録するものとする。 

５ 発注者は、監督職員に対し本契約に基づく発注者の権限の一部であって、

第 2 項で定める権限以外のものを委任したときは、当該委任した権限の内

容を書面により受注者に通知しなければならない。 

６ 発注者は、監督職員を通じて、受注者に対し、いつでも本契約の履行状況

の報告を求めることができる。 

（業務責任者） 

第６条 受注者は、本契約の履行に先立ち、業務責任者を定め、発注者に届出を

しなければならない。発注者の同意を得て、業務責任者を交代させたときも

同様とする。 

２ 受注者は、前項の規定により定めた業務責任者に業務の実施についての

総括管理を行わせるとともに、発注者との連絡に当たらせなければならな

い。 

（検査） 

第７条 受注者は、発注者への引渡しに先立ち、発注者の検査を受け、これに

合格しなければならない。 

２ 受注者は、本付随業務の完了に際し、発注者の指定する者による検査を受

け、これに合格しなければならない。 

３ 発注者は、検査を行ったときは、その翌日から起算して１０営業日以内に

検査結果を受注者に通知しなければならない。 

４ 受注者は、第１項及び第２項による検査の結果、契約物品に種類、品質又は

数量に関して本契約の内容に適合しないもの（以下、「契約不適合」という）

があった場合は、発注者は、具体的な契約不適合の内容を示して受注者に通知

し、受注者は、直ちにこれを修補又は代替品を納入し、再度発注者の検査を受

けなければならない。この場合において、検査結果通知の期日については前項

の規定を準用する。 

５ 発注者は、検査の一部を第三者に委任することができるものとする。 

（契約不適合） 

第８条 発注者は、引き渡された契約物品に契約不適合を発見したときは、契

約不適合を知った日から１年以内に受注者にその旨を通知した場合に限り、

受注者に対し、その補修、代替品の納入又は不足分の納入による履行の追完
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を請求することができる。 

２ 前項の履行の追完を催促したにもかかわらず、発注者が定めた期間内に受

注者が履行の追完をしないときは、発注者は、発注者の責めに帰すべき事由

による場合を除き、受注者に対し、契約不適合に応じた契約物品の代金減額

を請求することができる。 

３ 発注者は、契約物品に契約不適合があるときは、発注者がその契約不適合

を知った日から１年以内に受注者に通知した場合に限り、本契約の全部又は

一部を解除することができる。 

４ 本条の規定は、発注者による損害賠償の請求を妨げない。 

（契約保証金） 

第９条 発注者は、受注者に対し契約保証金を免除する。 

（支払） 

第１０条 受注者は、発注者への契約物品の引渡しが完了したときは、発注者

に契約書本体頭書の契約金額（以下「契約金額」といい、本契約に従って契

約金額の変更があった場合には、変更後の契約金額を指すものとする。）の支

払を請求書により請求することができる。ただし、本付随業務がある場合は、

当該業務が完了するまでは、契約金額から当該業務の対価を差し引いた金額

の９割を請求金額の上限とする。 

２ 発注者は、契約書本体頭書の定めにより分割納入する場合であって、受注

者から請求書により請求があったときは、その都度既納部分に対する金額を

支払うことができる。この場合における支払については前項の規定を準用す

る。 

３ 受注者は、本付随業務の完了後、第７条第２項の検査に合格したときは、

発注者に当該業務に対する対価の支払を請求書により請求することができる。 

４ 発注者は、受注者より適法なる支払請求書を受領した日から３０日以内に

当該請求金額を受注者に支払うものとする。 

５ 前項の規定にかかわらず、発注者は、受注者の請求書の内容の全部又は一

部に誤りがあると認めたときは、その理由を明示して当該請求書を受注者に

返付することができる。この場合において、当該請求を返付した日から是正

された支払請求を発注者が受領した日までの期間の日数は、前項に定める期

間の日数に算入しないものとする。 

（支払遅延利息） 

第１１条 発注者は、前条に規定する支払期間内に支払をしないときは、天災
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地変その他発注者の責めに帰すことのできない事由による場合を除き、受注

者に対して、その期間満了の日の翌日から起算して支払をした日までの日数

に応じ、遅延金額に対して履行期間が経過した時点における政府契約の支払

遅延防止等に関する法律（昭和 24 年法律第 256 号）に規定する利率（以下

「本利率」という。）で計算した支払遅延利息を支払うものとする。ただし、

遅延利息に１円に満たない端数があるときはこれを切り捨てる。 

（期限延長と延滞違約金） 

第１２条 受注者の責めに帰する事由により受注者が契約書本体頭書の引渡期

限までに（引渡期限日を含む。）引渡しができない場合であって、一定期間後

に引渡しができる見込みがあるときは、発注者は、受注者に延滞違約金の支

払いを請求するとともに、引渡期限の延長を認めることができる。 

２ 本付随業務がある場合、受注者の責めに帰する事由により受注者が契約書

本体頭書の業務完了期限（業務完了期限日を含む。）までにこれを完了するこ

とができない場合であって、一定期間後に完了できる見込みがあるときは、

発注者は、受注者に延滞違約金の支払いを請求するとともに、業務完了期限

の延長を認めることができる。 

３ 前二項の延滞違約金の額は、契約金額のうち、当該期限までに引渡し又は

本付随業務を完了していたら支払うべき金額に対し、遅延日数に応じ、本利

率で計算した額とする。ただし、端数計算については前条の規定を準用する。 

４ 前項の規定にかかわらず、天災地変その他受注者の責めに帰することので

きない事由によるときは、発注者は、受注者に延滞違約金を請求しないもの

とする。 

５ 契約書本体頭書において分割納入とする場合であって、受注者が分割納入

毎の引渡期限内に納入できないとき、又は、契約書本体頭書において本付随

業務の期限を複数回設定している場合であって、受注者がそれぞれの期限ま

でに当該業務を完了できないときは、前項までの適用を受けるものとする。 

（重大な不正行為に係る違約金等） 

第１３条 受注者（共同企業体にあっては、その構成員を含む。以下、本条及

び次条において同じ。）が、次に掲げる各号のいずれかに該当するときは、発

注者の解除権行使の有無にかかわらす、受注者は、各号のいずれかに該当す

るごとに、契約金額の 10分の 2に相当する金額を違約金として発注者の指定

する期間内に支払わなければならない。 

（１） 次のいずれかの目的により、受注者の役職員又はその指示を受けた者が

刑法（明治 40年法律第 45号）第 198条（贈賄）に違反する行為を行い刑が
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確定したとき。 

ア 本契約の業務の実施にかかる便宜を得る目的

イ 本契約の業務の実施の結果を受けて形成された事業の実施を内容とする

契約の受注又は事業の許認可の取得等にかかる便宜を得る目的（本契約の履

行期間中に違反行為が行われ、又は本契約の経費若しくは対価として支払を

受けた金銭を原資として違反行為が行われた場合に限る。） 

（２） 本契約に関し、受注者又は受注者の意を受けた関係者が本契約の業務に

関し、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律(昭和 22年法律第 54

号。以下「独占禁止法」という。）第３条、第６条又は第８条に違反する行為

を行い、公正取引委員会から独占禁止法第７条又は第８条の２（同法第８条

第１号若しくは第２号に該当する行為の場合に限る）の規定による排除措置

命令を受け、又は第７条の２第１項（同法第８条の３において読み替えて準

用する場合を含む。）の規定による課徴金の納付命令を受け、当該納付命令が

確定したとき。 

（３） 公正取引委員会が、受注者又は受注者の意を受けた関係者に対し、本契

約の業務の実施に関して独占禁止法第７条の２第 18 項の規定による課徴金

の納付を命じない旨の通知を行ったとき。 

（４） 受注者又はその意を受けた関係者（受注者又は当該関係者が法人の場合

は、その役員又は使用人）が、本契約の業務の実施に関し、刑法第 96条の６

（公契約関係競売等妨害）、独占禁止法第 89 条第１項又は同法第 90 条１号

及び２号に違反する行為を行い刑が確定したとき。 

（５） 第１号、第２号及び前号に掲げるいずれかの違反行為があったことを受

注者（受注者が共同企業体である場合は、当該共同体の構成員のいずれか）

が認めたとき。ただし、発注者は、受注者が、当該違反行為について自主的

な申告を行い、かつ発注者に協力して損害の発生又は拡大を阻止し、再発防

止のため適切な措置を講じたときは、違約金を免除又は減額することができ

る。なお、受注者が共同企業体である場合は、その構成員の一が自主的な申

告を行い、かつ発注者に協力して損害の発生又は拡大を阻止し、再発防止の

ため適切な措置を講じたときは、発注者は、当該構成員に対し、違約金を免

除又は減額することができる。 

２ 受注者が前項各号に複数該当するときは、発注者は、諸般の事情を考慮し

て、同項の規定により算定される違約金の総額を減額することができる。た

だし、減額後の金額は契約金額の 10分の２を下ることはない。 

３ 前二項の場合において、発注者の被った実損害額が当該違約金の額を超え

るときは、発注者は、受注者に対して、別途、当該超過部分の賠償を請求す

ることができるものとする。 
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４ 前三項に規定する違約金及び賠償金は第１４条の２に規定する違約金及び

賠償金とは独立して適用されるものとする。 

５ 受注者が共同企業体である場合であって、当該共同企業体の構成員のいず

れかが次の各号のいずれかに該当するときは、第１条第５項の規定にかかわ

らず、発注者は、当該構成員に対して第１項から第３項までに規定する違約

金及び賠償金を請求せず、又は当該債務の一部を免除することができる。た

だし、第２号に掲げる者のうち当該違反行為を知りながら発注者への通報を

怠ったものについては、この限りでない。 

（１）第１項第１号又は第４号に該当する場合であって、その判決内容等におい

て、違反行為への関与が認められないとき。 

（２）第１項第５号に該当する場合であって、違反行為があったと認めた構成員

が、当該違反行為に関与していないと認めた者 

６ 前項の適用を受けた構成員（以下「免責構成員」という。）がいる場合は、

当該共同企業体の免責構成員以外の構成員が当該違約金及び賠償金の金額

を連帯して支払う義務を負うものとする。 

７ 前各項の規定は、本契約が終了した後も引き続き効力を有するものとす

る。 

（発注者の解除権） 

第１４条 発注者は、受注者が次に掲げる各号の一に該当するときは、本契約

を催告を要せずして解除することができる。 

（１）第１２条による引渡期限延長の場合を除き、受注者の責めに帰すべき事

由により、受注者が契約書本体頭書に定められた引渡期限内に契約物品を引

き渡すことができないとき、又はその見込みがないと発注者が認めたとき。 

（２）第１２条による業務完了期限の延長の場合を除き、受注者の責に帰する

事由により、受注者が、契約書本体頭書に定められた業務完了期限までに本

付随業務を完了できないとき、又はその見込みがないと発注者が認めたとき。 

（３）受注者が本契約に違反し、その違反により本契約の目的を達成すること

ができないと認められるとき。 

（４）受注者が次条第１項に規定する事由によらないで本契約の解除を申し出、

本契約の履行を果たさないとき。 

（５）受注者に不正な行為があったとき。

（６）受注者に仮差押又は仮処分、差押、競売、破産、民事再生、会社更生又は

特別清算等の手続き開始の申し立て、支払停止、取引停止又は租税滞納処分

等の事実があったとき。 

（７）受注者が「独立行政法人国際協力機構関係者の倫理等ガイドライン」に
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違反したとき。 

（８）受注者（受注者が共同企業体であるときは、その構成員のいずれかの者。

以下本号及び第１３条第１項において同じ。）が、次に掲げる各号の一に該当

するとき、又は、次に掲げる各号の一に該当する旨の新聞報道、テレビ報道

その他報道（ただし、日刊新聞紙等、報道内容の正確性について一定の社会

的評価が認められている報道に限る。）があったとき。 

イ 役員等（受注者個人である場合にはその者を、受注者が法人である場合

にはその役員又はその支店若しくは事務所の契約を締結する代表者をい

う。以下本条において同じ。）が、暴力団、暴力団員、暴力団関係企業、

総会屋、社会運動等標榜ゴロ、特殊知能暴力団等（各用語の意義は、独立

行政法人国際協力機構反社会的勢力への対応に関する規程（平成 24年規

程（総）第 25号）に規定するところによるものとし、これらに準ずるも

の又はその構成員を含む。以下「反社会的勢力」という。）であると認め

られるとき。

ロ 役員等が暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者であると認め

られるとき。

ハ 反社会的勢力が経営に実質的に関与していると認められるとき。

ニ 法人である受注者又はその役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の

利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって、反社会的勢力

を利用するなどしているとき。

ホ 法人である受注者又はその役員等が、反社会的勢力に対して、資金等を

供給し、又は便宜を供与するなど直接的若しくは積極的に反社会的勢力

の維持、運営に協力し、若しくは関与しているとき。

ヘ 法人である受注者又はその役員等が、反社会的勢力であることを知りな

がらこれを不当に利用するなどしているとき。

ト 法人である受注者又はその役員等が、反社会的勢力と社会的に非難され

るべき関係を有しているとき。

チ 受注者が、再委託、下請負又は物品購入等にかかる契約に当たり、その

相手方がイからトまでのいずれかに該当することを知りながら、当該者

と契約を締結したと認められるとき。

リ 受注者が、イからトまでのいずれかに該当する者を再委託、下請負又は

物品購入等にかかる契約の相手方としていた場合（前号に該当する場合

を除く。）に、発注者が受注者に対して当該契約の解除を求め、受注者が

これに従わなかったとき。

ヌ その他受注者が東京都暴力団排除条例又はこれに相当する他の地方公共

団体の条例に定める禁止行為を行ったとき。
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（９）契約物品が、特許法、著作権法等の法令に違反することが判明したとき。 

（１０）受注者が前条第１項各号の規定の一に該当する行為があったとき。

（契約が解除された場合等の違約金） 

第１５条 次の各号のいずれかに該当する場合においては、受注者は、発注者

に対し、契約金額の 10分の２に相当する金額を違約金として発注者の指定す

る期間内に支払わなければならない。 

（１）前条第１項の規定により本契約が解除された場合

（２）受注者がその債務の履行を拒否し、又は受注者の責めに帰すべき事由に

よって受注者の債務について履行不能となった場合

２ 次の各号に掲げる者が本契約を解除した場合は、前項第２号に該当するも

のとみなす。 

（１） 受注者について破産手続開始の決定があった場合において、破産法（平

成 16年法律第 75号）の規定により選任された破産管財人 

（２） 受注者について更生手続開始の決定があった場合において、会社更生法

（平成 14年法律第 154号）の規定により選任された管財人 

（３） 受注者について再生手続開始の決定があった場合において、民事再生法

（平成 11年法律第 225号）の規定により選任された再生債務者等 

（発注者の任意解除権） 

第１６条 発注者は、契約物品が引渡されるまでの間は、第１４条の規定によ

るほか、必要があるときは、本契約を解除することができる。 

２ 発注者は、前項の規定により本契約を解除したことにより受注者に損害を

及ぼしたときは、その損害を賠償しなければならない。 

（受注者の解除権） 

第１７条 受注者は、発注者が本契約に違反し、その違反により本契約の業務

を完了することが不可能となったときは、本契約を解除することができる。 

２ 前項の規定により本契約を解除した場合においては、発注者は、受注者に

対し契約金額の 10分の 2に相当する違約金を支払う。 

（賠償金等） 

第１８条 受注者が本契約に基づく賠償金、損害金又は違約金を発注者の指定

する期間内に支払わないときは、発注者は、その支払わない額に発注者の指

定する期間を経過した日から支払の日まで本利率で計算した利息を付した額

と、発注者の支払うべき契約金額とを相殺し、なお不足があるときは受注者

29



に支払いを請求することができる。 

２ 前項の請求をする場合には、発注者は、受注者から遅延日数につき本利率

で計算した額の延滞金の支払いを受注者に請求する。なお、端数計算につい

ては第１１条の規定を準用する。 

（解除に伴う措置） 

第１９条 発注者は、本契約が解除された場合においては、既に納入を受けた

契約物品又は発注者が認める期間内に納入を受ける契約物品につき、これを

検査し、検査に合格したものについては引渡しを受けるものとし、本契約の

業務の出来高部分について、検査を終了したものについては、引渡しを受け

ることができるものとする。 

２ 前項の引渡しを受けた場合は、発注者は、当該契約物品又は出来高部分に

相当する契約金額を支払うものとする。 

（不正行為等に対する調査・措置） 

第２０条 受注者が、第１３条第１項各号又は第１４条第１項各号に該当する

疑いがあると認められる場合は、発注者は、受注者に対して調査を指示し、

その結果を文書で発注者に報告させることができ、受注者は、正当な理由な

くこれを拒否してはならない。 

２ 発注者は、前項の報告を受けたときは、その内容を確認し、不正などの行

為の有無を判断する。この場合において、発注者が調査のために必要である

と認めるときは、受注者からの説明を求め、必要に応じ受注者の事業所に赴

き検査を受けることができる。受注者は、正当な理由なくこれを拒否しては

ならない。 

３ 発注者は、第１３条第１項各号又は第１４条第１項各号に該当する不正等

の事実を確認した場合は、必要な措置を講じることができる。 

４ 発注者は、前項の措置を講じた場合は、受注者名及び不正の内容等を公表

することができる。 

（天災その他の不可抗力の扱い） 

第２１条 自然災害又は暴動、紛争、ストライキ等の人為的な事象であって、

発注者、受注者双方の責に帰すべからざるもの（以下「不可抗力」という。）

により、発注者、受注者いずれかによる履行が遅延又は妨げられる場合は、

当事者は、その事実発生後遅滞なくその状況を書面により本契約の相手方に

通知しなければならない、また、発注者及び受注者は、通知後速やかに書面

にて不可抗力の発生の事実を確認し、その後の必要な措置について協議し定
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める。 

２ 不可抗力により生じた履行の遅延又は不履行は、本契約上の義務の不履行又

は契約違反とはみなさない。 

（秘密の保持） 

第２２条 受注者は、本契約の業務の実施上知りえた非公開の情報を秘密とし

て保持し、これを第三者に開示してはならない。 

２ 前項の規定は、本契約が終了した場合においても引き続き効力を有するも

のとする。 

（契約の公表） 

第２３条 受注者は、本契約の名称、契約金額並びに受注者の氏名及び住所等

が一般に公表されることに同意する。 

２ 受注者が法人であって、かつ次の各号のいずれにも該当する場合には、前

項に定める情報に加え、次項に定める情報が一般に公表されることに同意す

る。 

（１）発注者において役員を経験した者が受注者に再就職していること又は発

注者において課長相当職以上の職を経験し、かつ受注者の役員等として再就

職していること 

（２）発注者との取引高が、総売上高又は事業収入の３分の１以上を占めてい

ること 

３ 受注者が前項の条件に該当する場合に公表される情報は、以下のとおりと

する。 

（１）前項第１号に規定する再就職者に係る情報（氏名、現在の役職、発注者

における最終職名） 

（２）受注者の直近３ヵ年の財務諸表における発注者との間の取引高

（３）受注者の総売上高又は事業収入に占める発注者との間の取引高の割合

４ 受注者が「独立行政法人会計基準」第 13 章第 6節に規定する関連公益法人

等に該当する場合には、受注者は、同基準第 13 章第 7 節に規定される情報

が、発注者の財務諸表の付属明細書に掲載され一般に公表されることに同意

する。 

（合意管轄） 

第２４条 本契約に関し裁判上の紛争が生じた場合には、当該紛争の内容や形

式如何を問わず、東京地方裁判所又は東京簡易裁判所を第一審の専属的管轄

裁判所とする。 
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（準拠法等） 

第２５条 本契約は、日本国の法律に準拠し、同法に従って解釈されるものと

する。 

２ 本契約には、国際物品売買契約に関する国際連合条約（ウィーン売買条約）

の適用は一切排除されるものとする。 

（契約外の事項） 

第２６条 本契約に定めのない事項又は本契約の条項について疑義が生じた場

合には、必要に応じて発注者及び受注者が協議して、書面によりこれを定め

る。 

以上 
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附属書Ⅰ 

契約の管理について 

本契約書で定める事項を変更する場合の手続きについて、次のとおり定める。 

1. 打合簿の作成

(1) 機材調達契約約款第５条に定義する監督職員（以下、「監督職員」という。）の指

示、承諾及び協議は、その内容を打合簿（発注者指定様式）に記録し、同第６条

に定義する業務責任者（以下、「業務責任者」という。）と監督職員及び独立行政

法人国際協力機構調達・派遣業務部契約第三課長の職にある者（以下、「契約第

三課長」という。）がそれぞれ保管する。

(2) 打合簿は、監督職員、業務責任者及び契約第三課長の承認を終えた時点で合意

が成立したものとみなす。

2. 以下の変更を実施する場合、1.に記載の三者による打合簿（以下、これを「三者打

合簿」という。）を以て変更内容とその必要性について合意する。

・ 梱包・輸送費の増減を伴わない船積港または仕向港の変更

・ 履行期間の変更を伴わない引渡期限の変更

・ 履行期間の変更を伴わない技師派遣期間の変更

・ 履行期間の変更を伴わない業務完了期限の変更

・ 契約総額の増減を伴わない附属書Ⅰ機材仕様明細書の変更（備考欄の変更等） 

・ 梱包・輸送費の増減を伴わない附属書Ⅱ梱包条件書の変更

・ 梱包・輸送費の増減を伴わない附属書Ⅲ輸送条件書の変更

3. 以下の変更を実施する場合、発注者及び受注者の代表者間において、速やかに変

更契約書を締結する。契約事務取扱細則第 25 条の各号の要件を満たす場合に限

る

・ 契約金額の変更（総額の増減または数量の変更等）

・ 履行期間の変更

・ 機材仕様（内訳明細書）の変更

以上に記載のない事項にかかる変更、また個別事例にかかる対応については、監督

職員、業務責任者及び契約第三課長で協議の上、必要な手続きを確認する。 

以上 
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